
 

工事請負契約における「中間前払金制度」のご利用について 

 

大津市総務部契約検査課 

 

【目的】 

 建設業を取り巻く経営環境が依然として厳しい状況にある中で、請負業者への円滑な資金提供

を図ることで、下請業者への適切な支払、建設業者の資金繰りの改善につなげるものです。 

 本市においては平成２３年４月１日以降に契約締結を行った工事から適用し、平成２８年４月

１日以降に契約締結を行った工事から５千万円の限度額は撤廃しております。 

 

【中間前金払とは】 

 工事請負において、当初の前金払（契約金額の４割以内）に加え、工期半ばで契約金額の２割を追加

して行う前金払です。 

 

【中間前金払制度の対象となる工事】 

 請負金額が２００万円以上で、当初の前金払がなされている工事。 

 

【中間前金払の要件】 

 中間前金払を行うためには、次の要件のすべてに該当することが必要となります。 

  ①工期の２分の１を経過していること。 

 ②工程表により工期の２分の１を経過するまでに実施すべきものとされている当該工事に係

る作業が行われていること。 

  ③出来高が請負代金額の２分の１以上に相当するものであること。 

  ※工事の進捗の確認は出来高検査を要しません。請負者からの履行報告書により確認します。 

  ④既に前金払が支払い済みであること。 

 

【中間前金払の割合】 

請負金額の２割を超えない範囲内とします。 

また、前払金と中間前払金の合計額は、請負金額の６割を超えないこととなります。 

 

【中間前金払と部分払の併用禁止】 

  １件の工事について中間前金払と部分払の両方を受けることはできません。 

 

【中間前払金の手続きの流れ】 

  別紙をご覧ください。 



【手続きの流れ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①中間前金払の認定を受けるにあたって所定の「認定請求書」「工事履行報告書」を提出します。 

  提出先：工事施工課の監督員    ※工事履行報告書の記載については次頁参照 

認定の条件 

⑴ 前払金を受けていること。 

⑵ 部分払を受けていないこと。 

⑶ 工期の２分の１を経過していること。 

⑷ 工程表により工期の２分の１を経過するまでに実施すべき作業が行われていること。 

⑸ 工事履行報告書の実施工程の報告が 50％以上であること。 

   （搬入済みの材料、製造工場にある製作品に係る請負代金額相当額を含みます。） 

②認定請求を確認した結果、受注者に対して「認定調書」を発行します。 

③「認定調書」を添えて保証事業会社に中間前払金の保証契約を申し込みします。 

④保証事業会社から中間前金払の保証証書が発行されます。 

⑤中間前金払の保証証書（正）（副）を添えて中間前金払の請求書を提出します。 

  提出先：契約検査課       ※請求書の様式はホームページよりダウンロード可能 

⑥受注者に対して中間前金払の支払を行います（振込口座は前金払と同じ口座）。 

発
注
者
（
大
津
市
） 

① 「認定請求書」「工事履行報告書」を監督員に提出 

(様式はホームページよりダウンロード可能) 

⑤「中間前払金請求書」「保証証書(正)(副)とも」を契約検査課に提出 

②「認定調書」の発行 

③保証契約の申込み（有料）※②の書類を添える 

④保証証書（中間前払）の発行 

⑥中間前払金の支払い 

受
注
者
（
請
負
者
） 

保
証
事
業
会
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令和 元年１２月 １日 

（宛先） 

 大津市長 

（受注者） 

住 所 大津市○○○丁目○番○号 

商号又は名称 ㈱○○○○ 

代表者職氏名 代表取締役 ○○○○ 

連絡先電話番号〇〇〇〇 

現場代理人（注）  担当者（注）  

                       注）必要に応じて確認のため連絡することがあります。 

工事履行報告書 

下記の工事について、中間前金払に係る工事履行状況を報告します。 

工 事 名 ○○○○○○○工事 

工事場所  大津市○○○丁目 

工 期 令和 元年 ４月２６日  ～ 令和 ２年 ３月１６日 

報告日付  令和 元年１１月３０日 現在 

月   別 予定工程％ 
実施工程％ 

（ ）は予定工程との差 
備考 

令和  元年 ４月 ０．０％ 

 

０．０％（０．０）  

       ５月 ０．０％ 

 

０．０％（０．０） 

 

 

       ６月 ２．３％ 

４．８ 

０．８％（－１．５） 

 

 

       ７月 ４．８％ 

 

４．６％（－０．２） 

 

 

       ８月 １１．３％ 

 

８．２％（－３．１） 

 

 

       ９月 １８．２％ 

 

１５．１％（－３．１） 

 

 

      １０月 ２７．６％ 

 

３２．５％（＋４．９） 

 

 

      １１月 ３７．０％ 

 

６６．９％（＋２９．９） 

 

＞５０％ 

      １２月 ５５．８％ 

 

％（   ）  

令和  ２年 １月 ７６．８％ 

 

％（   ）  

       ２月 ９８．２％ 

 

％（   ）  

       ３月 １００．０％ 

 

％（   ）  

工事担当課 記載欄 

当該案件は、工期の２分の１以上で、当該時期までに実施すべき作業が行われ、作業に 

 

要する経費は２分の１以上であることを確認              を報告します。 

令和  年  月  日 

総括監督員 ：               

主任監督員 ：               

監 督 員 ：               

      ※確認者は各々自署（自署しない場合は押印） 

※本書を認定請求書に必ず添付すること。 

 必要に応じて適宜項目を加除して使用するものとする。 

できたこと 

できなかったことを 

※記載例 

①前金払を受けていること 

②部分払を受けていないこと 

③工期の 2 分の 1 を経過していること 

④工期の 2 分の 1 を経過するまでに実施す

べき作業が行われていること 

（工期1/2時点の予定工程％≦実施工程％） 

⑤工事履行報告書の実施工程の報告が

50％以上であること 


